






















このような状況を受けて、1996 年には人の生殖補助技術法案（The Human Assisted 
Reproductive Technology Bill）が提出されたが、その後、約 8 年という長期にわたる月
日を経て、 2004 年 11 月に 2004 年人の生殖補助技術法（ The Human Assisted 
Reproductive Technology (HART) Act 2004：以下、HART Act という）が成立、2005 年















































的地位に関する 2004 年修正法（The Status of Children Amendment Act 2004）、1955
年養子法（The Adoption Act 1955）、2004 年子のケア法（The Care of Children Act 2004）、




HART Act に関する全般的な責任は、法務省（The Ministry of Justice）が負っている。

























討する際の判断基準が 1998 年に人の生殖補助に関する国家倫理委員会（The National 
Ethics Committee on Assisted Human Reproduction: NECAHR）12によって起草された。
































殆ど残されていない。HART Act の施行に伴い、ドナー、ドナーによる子（donor offspring）、
ドナーによる子の後見人（guardians）はその情報を管理されることとなった16。登録官
（Births, Deaths and Marriages（within the Department of Internal Affairs））は、同
法にもとづき、登録制度（The Human Assisted Reproductive Technology (HART) 
Register：以下、HART Register という）を設け、運営しなければならない。HART Register 























































な情報を登録することができる。ただし、ドナーによる子が 16 歳または 17 歳の場合で、
















2005 年 8 月 21 日以前になされた提供の場合についても、ドナー、18 歳以上のドナーに
よる子、あるいは 18 歳未満のドナーによる子の後見人（ただし、ドナーによる子が 16 歳
または 17 歳の場合で、家庭裁判所の承認がある場合には本人）は、彼らの身体的特徴



















































































1  ニュージーランド国内初の体外受精は 1984 年、その数年後に配偶子卵管内移植が実施
されるようになった。代理懐胎については、1999 年の 8 月までに 11 組のカップルが倫理
委員会の承認を得て代理懐胎を実施したが、そのうち子の出生まで至ったものは 3 組にす
ぎない。Sunday Star Times,15 August 1999, C1参照。 
2  同法は議員立法である。http://www.scoop.co.nz/stories/PA0408/S00120.htm（2007 年
1 月 23 日現在）参照。 
3  WHO、日本の定義では、2 年以上とされる。 
4  日本では約 10 組に１組と推定されている。詳細は、
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2006/09/dl/s0929-6e.pdf（2007 年 1 月 23 日現在）を参照。 
5 「平成 18 年度 厚生労働科学研究 生殖補助医療の安全管理および心理的支援を含む統
合的運用システムに関する研究」研究班会議（2006 年 9 月 12 日）における森和子氏の報
告より。ニュージーランドの全人口は 412 万人であり（2005 年 12 月現在、NZ 統計局）、
平均初産年齢は 1975 年の 25 歳から 30 歳にまで上昇、1 人の女性が出産する子どもの数
は平均 2 人となっている（2005 年現在）。詳細は、
http://www.standards.co.nz/news-and-seminars/news-archive/Oct-Nov+05/Fertility+Se
rvices.htm（2007 年 1 月 23 日現在）を参照。 
日本における平成 16 年度の全国出生数は 111 万 721 人で、そのうち体外受精児は 1 万
8168 人、体外受精児率は 1.64 であった
（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2006/09/dl/s0929-6e.pdf）（2007 年 1 月 23 日現在）。な
お、産婦人科学会の報告では、年間平均 1608 組前後の夫婦が AID を受け、164 名の子が
出生している（1998～2002 年平均）。詳細は、http://www.hc.keio.ac.jp/aid/condition.html




7  http://www.fertilitynz.org.nz/（2007 年 1 月 23 日現在）参照。 
8  詳細は、http://www.fertilityassociates.co.nz/（2007 年 1 月 23 日現在）を参照。 








11  同性婚は依然として認められていない。1995 年婚姻法（The Marriage Act 1995）に
は婚姻は男性と女性によるものであるという明確な規定は存在しないが、同法にいう婚姻
は男性と女性によるものであるという司法の判断（Quilter and Others v The Attorney 
General High Court, 28 May 1996, [1996] NZFLR 118）がなされている。これを受け、2004






















12  The National Ethics Committee on Assisted Human Reproductionは、HART Act
のもと、The Advisory Committee on Assisted Reproductive Technology （ACART）、The 
Ethics Committee on Assisted Reproductive Technology （ECART）に改編された。
http://www.necahr.govt.nz/（2007 年 1 月 23 日現在）参照。 
13  出産を依頼するカップルは「依頼者カップル」（commissioning couple）とよばれ、代
理懐胎契約にもとづいて出産する女性は「代理母」（surrogate mother）とよばれる。 
14  Draft Guidelines for Non-commercial Altruistic Surrogacy Using IVF as a 
Treatment（NECAHR, January 2001, c/- Ministry of Health, PO Box 5013,Wellington）
参照。 











18  法的親子関係が成立していない状態とは、2004 年子のケア法（The Care of Children 
Act 2004）によって認められている親としての権限行使ができない状態を意味する。 







19  2005 年 8 月 22 日以降になされた提供については、登録は義務である。提供によって
子が出生した場合、生殖補助医療実施施設等の関連機関が登録官に対して関連する必要事
項の登録申請を行うため、ドナーやドナーによる子、後見人は申請する必要がない。 
具体的な登録の流れについては、“How do people's details get into the register? ”
（http://www.dia.govt.nz/pubforms.nsf/URL/GRAPHFULLColour.pdf/$file/GRAPHFU





21  例えば、“a Registrar of Births, Deaths and Marriages; a Barrister and Solicitor of 




年 1 月 23 日現在）参照。 
22  情報登録についての詳細は、ドナーについては、Application to Record (or Update) 
Donor Details on the Human Assisted Reproductive Technology Register(BDM401) 
（http://www.dia.govt.nz/pubforms.nsf/URL/HARTVOLUNTARYDONORAPPLICATIO
NBDM401.pdf/$file/HARTVOLUNTARYDONORAPPLICATIONBDM401.pdf）（2007 年
1 月 23 日現在）を参照。 
また、ドナーによる子については、Application to Record (or Update) Donor Offspring 
Details on the Human Assisted Reproductive Technology Register (BDM402) 
（http://www.dia.govt.nz/pubforms.nsf/URL/HARTVOLUNTARYDONOROFFSPRING
APPLICATIONBDM402.pdf/$file/HARTVOLUNTARYDONOROFFSPRINGAPPLICAT










家族（the extended family）”あるいは“亜族（sub tribe）”を意味する）とよばれる下
位区分がある。さらに、“hapu”は“多様な家族（whanau）”（字義通りの訳語は “to 
give birth” であり、“生物学的な家族（the biological family）”を意味する）から成り
立つ。なお、“whanau”は、核家族や拡大家族にもっとも近いものである。詳細は、J. 
Metge. The Maoris of New Zealand Rautahi （Routledge & Kegan Paul, 1976）、P. Buck. 
The Coming of the Maori （2nd ed, Maori Purposes Fund Board; Whitcombe & Tombs, 
1950）参照。 
26  例えば、ドナーまたはドナーによる子の情報請求については、NZ$40.00 かかる。
Applications by donors （BDM 403）、Applications by donor offspring（or their guardian
（s））（BDM 404）のそれぞれについて、その情報の一部または全部を複写したものを入
手することができる。 
27  「平成 18 年度 厚生労働科学研究 生殖補助医療の安全管理および心理的支援を含む
統合的運用システムに関する研究」研究班会議（2006 年 9 月 12 日）における森和子氏の
報告より。 











29  日本では、公的助成は平成 16 年度に始まり、体外受精と顕微授精が対象となっている。
前述のような治療方法以外では妊娠が見込めないか、極めて困難と医師に診断された夫婦
が治療を受けた場合、現在は通算 5 年間、年間 10 万円を上限に、かかった費用の半額を
助成している。実施主体は都道府県、政令指定都市、中核市で、負担は国と自治体が折半
している。平成 16 年度には約１万 7600 組が助成制度を利用しているが、１回あたりの平
均治療費は体外受精が 30 万円、顕微授精が 40 万円と高額で、成功までには何度も治療を
繰り返すことが少なくない。平成 19 年 4 月からは、世帯あたりの助成額を現在の年間 10
万円から 20 万円に倍増するほか、助成が受けられる所得制限（平成 18 年現在、夫婦合算
の所得ベースで 650 万円）を緩和することとなっている。なお、厚労省の推計（平成 14
年度）では、生殖補助医療を受けた患者は 46 万 6900 人に上る。『産経新聞』（2006 年 8
月 27 日）、http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/funin-chiryou.html（2006 年 11 月 30
日現在）参照。 
